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［要 約］

１．調査の背景

「多種類の食品添加物を摂取すると複合作用により体に悪影響が出る」、「食品

添加物はできるだけ減らした方が良い」といった、食品添加物のいわゆる「複合

影響」への漠然とした不安が消費者の間に根強く存在しており、そのような不安

に同調するようなマスコミ報道も後を絶たない。

食品添加物は従来から多種多様のものが利用されているが、個々の食品添加物

は安全性評価を経た上で使用が認められているため、指定された方法にしたがっ

て使用される限り、有害な影響を及ぼす可能性は極めて低いと判断されている。

また、複数の食品添加物を摂取した場合のいわゆる「複合影響」についても、個々

の食品添加物の安全性が確認されていることから、それらを複合的に摂取しても

健康への影響は考えられない。しかし、食品添加物の組み合わせが無数にあるた

め、食品添加物を複合的に摂取した時のデータがほとんど存在しないことなどを

理由に複合影響について不安視する意見があった。

今回の調査では、このような不安に応えるため、食品添加物の複合影響につい

て最新の科学的知見を収集・整理し、食品添加物の複合影響が現状どのように評

価され、複合影響の可能性についてどのように考えるべきかを整理することを試

みた。

２．調査結果

今回の調査では、文献調査により国内外における食品添加物の複合影響に関す

る研究事例等を調査し、複合暴露による健康影響の可能性について調べた。複合

作用の範囲としては、①体外における添加物同士の相互作用（化学反応）と②複

数の添加物が体内に摂取された後の相互作用（特に相乗作用）に着目した。

①については、食品添加物同士の化学反応により発がん物質が生成する事例が

いくつか知られている（例：清涼飲料水中のアスコルビン酸と安息香酸の反応に

よるベンゼンの生成1）ものの、現状の摂取レベルから見て健康影響のリスクは著

しく低いと米国をはじめとする諸外国の機関により評価されている。

②についても、添加物の組み合わせは無数にあるものの、実際に問題となりう

る事例はほとんどなく、肝臓、腎臓等に影響を与える可能性が理論的に考えられ

1 本件に関する厚生労働省見解については、以下の URL を参照のこと。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/07/h0728-4.html
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る添加物の組み合わせについて評価した海外の研究でも、現状の摂取レベルから

見て問題ないとの結論であった。

以上のことから、食品添加物の複合暴露による健康影響については、多数の添

加物が使用されていても、実際に起こりうる可能性は極めて低く、現実的な問題

ではなく、理論的な可能性の推定にとどまるものである。ただちにリスク評価を

行う必要のある事例も現時点ではなく、個々の添加物として評価されている影響

を超えた複合的な影響が顕著に出ている事例は見出されなかった。

現在、食品添加物は ADI の考え方を基本として個別に安全性が審査されている

が、複合影響の可能性を検討する際にもこのアプローチは有効であり、個々の食

品添加物の評価を十分に行うことで、食品添加物の複合影響についても実質的な

安全性を十分確保することが可能であると考えられた。

３．今後に向けての提言

今回の文献調査から、食品添加物の複合影響は、現実的な問題というよりは、

仮想的な問題にとどまっていると結論される。食品添加物の複合影響について報

道等が行われることがあるが、複合影響の可能性があるという情報については、

報告された複合影響の内容とデータの種類、暴露レベル、再現性、適切な対照実

験の有無、専門家による査読の有無といった観点から、情報の内容と科学的根拠

のチェックと評価を行うことが重要である。

複合影響についての科学的な知見を提供する側の研究者は、消費者等とのコミ

ュニケーションに際しては、上記の点を考慮に入れ、わかりやすい言葉で、複合

影響についての情報をより正確に伝えることが必要である。

一般に、複合影響を調べた結果はネガティブ（否定的）であることが多く、こ

れらの情報には関心が払われず、ごく一部の肯定的な情報が報道されることによ

り、消費者等の不安が払拭されないのが実態である。

研究者は、それぞれの専門的立場から独立して添加物の安全性に関する情報の

収集とデータベース化を進めるとともに、行政等と協力して消費者の不安に迅速

に応え、信頼性の構築を図ることも重要である。

今後は食品添加物について、上述した事項に配慮しながら、ステークホルダー

を巻き込んだリスクコミュニケーションを進めることが肝要である。その際には、

消費者、食品製造加工業者、流通業者、行政、研究者、食品関係の専門家（栄養

士、管理栄養士等）など、幅広い層の参加を求めていく必要がある。




